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はじめに
　本研究では、さまざまな関連の調査活動をふまえて、第2次大戦後の復興期から高度経済成長の開
始の間における卸売業と小売業の取引の実態解明の1つのアプローチとして、百貨店の取引実態に焦
点を絞ることとなった。
　百貨店の経営史については研究史上の蓄積もあり、近年でも多くの研究が積み重ねられている（1＞。
しかしながら、百貨店の取引状況すなわち百貨店へ商品を納入する卸売業者との関係については、一
部のさきがけ的な研究を除いて（2）、従来、あまり十分な検討がなされてこなかったように思われる。
こうした研究史への認識から、本研究では、1954年末の百貨店特殊指定直後の取引状況や人員使用の
問題についての史料を吟味し、当時の百貨店取引の状況を概括することによって、この分野の研究進
展の一助としたい。
　なお、本研究の中間報告として、研究計画書で予定した通り、明治大学経営学研究所発行の『経営
論集』第58巻第2号（2011年3月31日）と同誌第58巻第3号（2011年3月31日）に、研究成果の一部
を発表している（3）。本報告は、それぞれの中間報告をふまえた総括的なものである。
1　百貨店特殊指定と不公正取引の問題
　1950年代当時の日本の百貨店の小売業としての地位は依然として高く、百貨店との取引は関係業者
にとっても金融をはじめ商業上の信用を得る機会となった。しかし、こうした百貨店のプレステージ
は、取引面での優越的な地位を関係者に暗黙裏に容認させる基礎となった。多くの小規模小売店とは
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異なり、百貨店は、取引業者に対して強い交渉力を発揮し、ときには優i越的地位の濫用と思われる行
為さえみられたのであった。
　こうした状況のなかで、独占禁止法の第2条第7項の規定により、百貨店という特定の事業分野に
対して、1954年12月の「百貨店業における特定の不公正な取引方法（百貨店特殊指定）」（昭和29年12
月21日公正取引委員会告示第7号）によって規制が加えられることとなった。
　この特殊指定では、百貨店業者が納入業者に対して行う優越的地位の濫用による不公正な取引とし
て7つの取引方法をあげ、原則としてそれらを禁止することとされた。その第1項としてあげられた
のが、正当な事由によらない百貨店による納入業者への返品であり、第6項としてあげられたのが、
納入業者に特殊技術者を除く従業員を派遣させて使用することであった（4）。本研究では、この2つ
の項目に関わる調査報告を中心に、関連の史料調査も含めて検討を進めた。
11　不当返品の公取調査の対象と方法
　まず百貨店特殊指定第1項の不当な返品とは、汚損・き損その他かしなど納入業者に帰すべき事由
による返品、注文した商品と異なる商品が納入された場合の返品、一般の商取引で商慣習となってい
る期間または数量の範囲内の返品、百貨店が損失を負担し同意が得られた商品の返品、納入業者が処
分することがその利益となる場合に当該業者の申請に応じた返品、などを除く場合の返品であり、購
入契約を委託販売契約に切り替えたり、あるいは商品を取り替えるなど実質的に返品となる行為も含
まれるとされた。
　この特殊指定第1項にいう買取仕入の不当返品は、百貨店による優越的地位の濫用の最たるもので
あったが、告示による規制後、納入業者から買取仕入が減少し、委託仕入やその他の返品可能な仕入
方式が増えつつあるとの報告を受けて、公正取引委員会は百貨店取引実態の調査を実施することと
なったのである（5）。
　まず仕入状況や返品の問題で調査対象となったのは、公正取引委員会事務局経済部調整課が調査し
た北海道地域2店、東北地域3店、京浜地域12店、京阪地域8店、中国地域1店、四国地域1店、九
州地域5店の計32店と、同委員会名古屋事務局が実施した北陸・東海地域の15店の計47店であった（6）。
公正取引委員会では、この47店を、さらに立地条件別に、大都市百貨店15店、ターミナル百貨店8店、
地方百貨店24店に分類して、それぞれの特徴の把握も試みている（7）。
　ただし、この調査では、調査対象それ自体の選抜基準が明示されていない。また、調査対象から提
出された調査報告書を集計して、仕入方式や返品の状況を検討したものであって、調査対象への立ち
入った調査や追加調査を実施していない（8）。このため、対象の代表性や精度と厳密さに欠けるとい
う憾みはある。しかし、この時期の百貨店の取引状況についての経営史的研究の蓄積が乏しい現状に
あっては、本調査報告書の内容を再確認しておくことの意義は少なくないであろう。また、法規制直
後の百貨店の対応の状況を確認することは、規制への対応の速さと程度を知るうえでも意味があると
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思われる。
皿　取引形態と返品の状況の調査結果
（1）仕入方式の全体的変化
　公正取引委員会では、百貨店特殊指定直後のこの調査結果全体を通じた仕入形態の変化として、ま
ず次の点を指摘している。すなわち、買取仕入の返品に対する規制に対処するため、百貨店では買取
仕入を減少させ、従来からの委託販売仕入（以下、委託仕入と略記）のほか、食品などの仕入でみら
れた売上仕入（納入業者に店舗の一部で物品を販売させ、売れたもののみを仕入れたことにする取引
方法）や、従来はなかった買取仕入と委託仕入の混合形態の混合仕入というべき仕入方式を採用する
ようになった、という（9）。この点は、この調査による公正取引委員会の全体的印象を示すものであり、
留意しておかなければならない。
　公正取引委員会では、これに関して「通常70％とされる」買取仕入が少なくて、「15％」とされる委
託仕入や売上仕入が多いことそれ自体は不当なことではないが、「経済力の濫用によって買取を委託
品、売上等に切替えること」に問題があるとしている（lo）。
　これについて、名古屋地方事務所が調査した15店は、いずれも買取仕入の全体的比率が60％以上と
良好ではあるが、「買取、委託2本建の納入業者が買取のみの納入業者よりも多く、それらの納入業者
の買取商品返品の場合、売れた分は買取とし、売れない分は委託扱いとして返却し易い立場」に立つ
百貨店もあったとされている。また同事務所の報告では、「納入業者側からの希望」という名目上の理
由で百貨店が「買取から売上仕入に切り替えて」いる場合もあったとされている（11）。
（2）返品状況と返品率
①仕入方式別・品目別の返品率
　仕入方式別にみた場合、買取仕入では通常の想定よりも高い返品率の場合に不当返品の可能性があ
り、また法規制に対する便法ともみられる混合仕入の返品率が高率であったq2）。この点は、規制を監
督する立場の公正取引委員会にとっては、百貨店特殊指定直後の百貨店側の新たな対応として注意す
べきことであったろう。
　品目別でみると、営業品目の仕入額の比率で高い比率を占める衣料品の返品率が最も高かった（13）。
この品目自体が、そもそもこの特殊指定の主たる対象であり、公正取引委員会としては引き続き注意
すべき調査結果となったことであろう。
②返品の要因
　公正取引委員会では、衣料品を中心とする返品の発生要因として、主に8つの点をあげている（14）。
　第1は、価格変更のための返品である。この場合、仕入れた商品は店頭に買取商品として陳列され
ていて、実際には返品されていないにもかかわらず、帳簿の上では、販売価格が変更された商品はい
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ちおう返品されたかたちとして、再度、新しい仕入価格で購入し、新しい小売価格で、あらたに店頭
に陳列されたこととする。第2は、百貨店の残品の店頭価格の値崩れ防止のために、問屋から求めら
れる返品である。第3は、在庫調整のための返品である。これは、月末の在庫量や在庫金額を調べて、
在庫過剰とみた場合、いちおう商品の現物はそのままにして返品伝票を切り、翌月初めに新たに仕入
れたかたちにする場合である。第4は、季節品の返品である。
　第5は、煩雑を避けるために一括買取形式を採ることにともなう返品である。これは、前述の混合
仕入に相当すると考えられるが、買取と委託の区別をしていないで、繁忙期に委託伝票を切ることが
面倒なために、すべて買取仕入扱いにして事務処理をするケースである。第6は、注文外で送付され
た見はからい品の返品である。これは、地方百貨店のように、遠隔地であるために、問屋側が百貨店
の注文外の商品を送付したり、注文以上の数量を見はからって送付する場合、百貨店側が希望商品以
外を返品する場合である。第7は、従来の商慣習にもとつく返品である。これは、本来は委託品であ
るべき洋服などの仕入について、問屋側の要望によって、買取扱いとして百貨店が資金面の融通を行
うとともに問屋も返品を了解している場合である。第8は、特売・廉売会後の返品である。これは、
都市部の百貨店では、メーカー製品の販売会では売上仕入を採るのが一般的であったが、地方百貨店
のなかには、商品の開荷、陳列、販売、管理などの付帯業務を百貨店側で行わなければならない関係
で、送付商品をすべて買取扱いにする代わりに残品はすべて返品することを条件とする場合もあった。
　このような種々の事由によって、返品が発生しているとみられ、公正取引委員会では、これらのう
ち第1、第3、第5、第8の要因のように百貨店の経理や業務のシステムの未整備や、また第2、第
4、第6、第7の要因のようにメーカーや問屋側に責任があるものでは、直ちに不当返品と断じるこ
とができないものもある、としている。しかし、「返品理由が明らかにされていない百貨店の中には、
相当の不当返品が含まれている」ともみている（15）。
（3）タイプ別取引状況
①仕入方式別比率
　大都市百貨店、ターミナル百貨店および地方百貨店の3タイプ別の取引状況について、あらためて
特徴を確認しておこう。
　仕入方式別にみると、3つのいずれのタイプでも、やはり買取仕入が最も多い。大都市百貨店の比
率が69％と最多であるが、同じ都市部に立地するターミナル百貨店が54％と最低である。両者の平均
は64％とされている（16）。したがって、その両者の平均値と比べても、地方百貨店の買取仕入の比率
67％は高いということになる。
　この点について、公正取引委員会では「地方百貨店の納入業者に対する取引上の地位が、大都市の
それより、優越していないことが考えられる」としている（17）。すなわち、最初の公正取引委員会の調
査全体の印象に示された状況とは異なり、地方百貨店では、買取仕入の返品という優越的地位の濫用
とみなされる事態を回避するために、買取仕入額を減らす必要がなかったとみているのである。この
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点は、当時の公正取引委員会の規制の対象が、地方百貨店ではなく、主に大都市百貨店に向けられる
ことになる一因として、特に留意しておきたい。
　売上仕入についてみると、ターミナル百貨店が24％と最も多く、大都市百貨店の11％の2倍以上で
あり、また地方百貨店の8％の3倍にもなっている。これは、ターミナル百貨店で食料品の仕入比率
が高いことによる。大都市百貨店の食料品の比率は、その半分近くの比率の12％であり、地方百貨店
のそれの15％よりも低い。それにもかかわらず、売上仕入の比率でみると、上述のように大都市百貨
店が地方百貨店よりも高くなっているのである。これについて公正取引委員会では、「食料品以外に
もかなり、売上仕入を採用している傾向がうかがえる」としている（18）。
②返品率
　次に、仕入方式別の返品率についてみると、買取仕入では、ターミナル百貨店の3％が最も低い。
大都市百貨店と地方百貨店のそれは、それぞれ7％と6％であり、この両者の間に大きな差はない。
前述のように、地方百貨店は、遠隔地のために、納入業者から、見はからい品や注文外商品を含む商
品が大量に送付される可能性があり、したがって返品率も相対的に高くなることが考えられるが、そ
うした傾向はさほどみられない。
　混合仕入と委託仕入についてみると、大都市百貨店の返品率がそれぞれ35％、39％と高い。ターミ
ナル百貨店もそれぞれ41％、22％と高い。地方百貨店は、混合仕入も含まれると想定される委託仕入
の返品率は25％であり、大都市百貨店およびターミナル百貨店の混合仕入と委託仕入の合計比率より
も、かなり低いことがわかる。買取仕入の返品率の低さと、不当返品を逃れる便法としての混合仕入
や委託仕入に転換する可能性を含めて考えると、その混合仕入および委託仕入の返品率が低いという
ことは、公正取引委員会も指摘するように「地方百貨店の取引状況は比較的良好であ」ったとみるこ
ともできよう（19）。この点も、先にふれたように、公正取引委員会の監視の目が、地方百貨店よりも、
むしろ大都市百貨店に向けられることを示唆しているといえよう。
③返品の実態についての公取見解
　公正取引委員会では、返品のなかには「返品のおそれのある商品を合法化するための手段として、
買取仕入を忌避しているようにみうけられ」（20）るものもあり、「買取商品の返品が全然なく返品はす
べて混合仕入商品（委託品納入）の返品にしているのは不可解である」（21）としており、公正取引委員
会では、「これは一種の脱法行為と考えられる」とまで断じている（22）。
　とはいえ、前述のように、百貨店特殊指定第1項のなかの「納入業者が処分することがその利益と
なる場合に当該業者の申請に応じた返品」に相当するか否かが問題であり、納入業者の意思による返
品か、百貨店の優越的地位の濫用によるものかは、この調査では必ずしも判明しない部分が多く、そ
の判定も公正取引委員会側の課題として残されることとなった。
　さらに、公正取引委員会では、従来食品のみであった売上仕入への切り替えにともなう問題として、
「手伝店員が売上仕入員に横すべりするおそれがあ」（23）ることも指摘している。これは、百貨店特殊
指定第6項に規定する手伝店員の使用制限に関わる問題である。次に、この問題に関する公正取引委
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員会の調査について、みてみよう。
N　百貨店特殊指定と手伝員問題
　前述の1954（昭和29）年12月の「百貨店業における特定の不公正な取引方法（百貨店特殊指定）」（昭
和29年12月21日公正取引委員会告示第7号）の第6項では、「百貨店業者が、自己の販売業務のために、
納入業者にその従業員等を派遣させて使用し、または自己が直接雇用する従業員等の人件費を納入業
者に負担させること」は不公正な取引方法のひとつとして指定された。ただし、その例外として、「納
入業者の納入に係る商品について、通常百貨店の従業員のもっていない販売に関する特殊な技術また
は能力を有する従業員等を派遣させてその商品の販売業務に従事させることが、当該納入業者の直接
の利益となる場合」があげられた（24）。
　この例外規定の「販売に関する特殊な技術または能力」については、翌1955年5月27日付で、日本
百貨店協会から、公正取引委員会に対して、その妥当な範囲ないし基準を定めることが求められた。
これに対して、公正取引委員会では、同年6月8日付の30公経整第103号で「その習熟に1年以上の期
間を要するものという解釈のもとに運用する」ことを伝えた（25）。したがって、「たとえば中元の売出
し等の繁忙期において、本店員をもって直ちに代替できる手伝店員を使用すること」は、「販売に関す
る特殊な技術または能力」に該当すると解釈できないとされた。多様な商品の販売業務の熟練度につ
いて一様の標準を設定することにもとより無理はあるが、このやや曖昧な「特殊指定」の定義は、提
出された報告内容に多義性や便法を生じる要因の一端となる。
V　公取調査の対象と方法
　さて、公正取引委員会では、同告示第6項に関する状況を調べるため、特殊指定の告示約半年後の
1955年6月8日付で、同月30日を締切とする報告書の提出を各百貨店に求める通知を発した。調査の
内容は、特殊指定の告示前の1954年6月と告示5ヶ月後の1955年5月までの納入業者とその平均納入
高をはじめ、特殊指定の告示前の1954年5月31日と告示5ヶ月後の1955年5月31日のそれぞれの時点
での本店員・臨時店員・手伝店員の売場別配置数、1955年5月31日時点で使用する手伝店員に関わる
商品と作業内容と従事人数および習熟期間、手伝店員の整理の実績と計画であった。この他に、参考
事項として、1954年5月と翌1955年5月の売場別の月間売上額と中元売出の人事対策などの報告も求
めている（26）。
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VI従業員構成と手伝員作業の調査結果
（1）地区別・店別従業員構成
　公正取引委員会によってまとめられた調査報告書では、まず地区別の主要百貨店の従業員構成の調
査結果について検討している。それによると、「特に東京、名古屋、大阪の三大都市所在の百貨店が他
の都市の百貨店より手伝店員の使用率が高くなって」おり、「手伝店員問題は主にこの三大都市に所在
する百貨店に集中されてくる」としている（27）。
　報告書では指摘していないが、地方百貨店で手伝員使用率が低い要因として、2つの点が考えられ
よう。ひとつは、手伝店員の派遣側すなわち納入業者などの拠点が地方に少ないことである。いまひ
とつは、そうした地理的要因と密接不可分なことであるが、地方百貨店の納入業者に対する地位が、
大都市の百貨店ほど優越していないことであろう。これらの点は、地方百貨店で遠距離からの納入に
見はからい品などが混入されるため買取仕入が多くその返品率が高いにもかかわらず、不当返品の可
能性が都市部百貨店ほど高くなかったことと無縁ではなかろう。
　ところで、1年後の1955年5月の時点、すなわち百貨店特殊指定の後の時期には、手伝員の使用比
率の平均値も各百貨店の比率も低下している。地区別で2つの時点の開きが最も大きいのは京阪神地
区であるが、個別にみると2つの時点での開きが10％以上あるのは、高島屋京都店（36％→14％）、高
島屋（東京）（27％→12％）、大丸京都店（34％→21％）、松坂屋銀座店（28％→17％）、十合大阪店（39％
→29％）などとなっている（28）。こうした変化は、規制への危機憾の認識の大きさと対応の早さを反映
しているとみてよいであろう。
（2）手伝店員の作業内容
　このように、特殊指定後、多くの百貨店では手伝店員の使用を減じるようになったが、百貨店が「そ
の習熟に1年以上の期間を要する」とした作業内容をみると、紳士・婦人服の補整、修理、刺繍ネー
ム入やイージーオーダーとオーダーの採寸、仮縫のほか、化粧品の美容相談や使用説明で「その習熟
に1年以上の期間を要する」として手伝店員を配置している百貨店が多いことがわかる（29）。これら
の作業については、後述するような納入業者の利益圧迫の懸念があるにしても、おおむねその習熟に
ある程度の期間を要する特殊技能とみてよいであろう。
V皿　報告内容に含まれる諸問題の指摘
　ところで、公正取引委員会では、技能習熟期間の認識について各百貨店で相違があることや、特殊
技能に関する報告にさまざまな問題が含まれていることを指摘している。
　まず百貨店ごとの認識の相違については、自店店員の教育方針・資質・勤務年限の長短を基礎とし
て特殊技能習熟期間を算出するか、あるいは現在使用している手伝店員個人の技能程度を参考に算出
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したためとみている（30）。すなわち、相対的観点が欠如しているというのである。しかし、これについ
ては、報告書提出に際して公正取引委員会から百貨店に対して、厳密な習熟期間算定の基準が示され
ていなかったので、百貨店側が責めを負うべき問題ではなく、いわば、調査主体の不備によって生じ
た問題であった。
（1）特殊技能の習熟期間に関する諸問題
　公正取引委員会では、特殊技能の習熟期間に関して報告された内容それ自体から、いくつか導き出
された問題を指摘している。これらは、上述の各百貨店の認識の違いに左右されるものも含まれてい
るといえる。以下の5点である（31）。
　第1は、その商品の販売に際して、そもそも特殊技能を必要と認めがたいものである。これには、
食料品の菓子類（カステラ、ようかん）やパン（食パン）の販売や、同じ食料品の量り売り食用油の
計量器の操作などがふくまれるとされた。菓子類や食パンや靴下および肌着の販売については、公正
取引委員会の指摘の通りだと思われる。しかし、計量器の操作は、その作業内容によっては、専門的
な知識・技能を要する場合もあって、一概に特殊技能の必要性が否定されるべきものではないと思わ
れる。第2は、修理や加工などの作業それ自体には特殊技能の必要が認められるが、その作業を実施
する作業者を百貨店の売場に置く必要が認めがたいとしているものである。その例として、冷蔵庫な
どの嵩高商品の修理をはじめ百貨店では修理を行わない商品であり、これは多くの百貨店の報告にみ
られたという。第3は、同一百貨店において同一作業の技能の習熟期間が異なるものである。これに
ついては、衣料品の靴下の販売について習熟期間が1年以上と1年以下に分けられていたという。ま
た同一問屋から派遣されている手伝店員数名が同一作業に従事しているにもかかわらず、習熟期間が
1年以上と1年以下とで異なっていることがあり、洋服の採寸作業の報告でみられたという。第4は、
同一の百貨店の本支店によって習熟期間が異なるものである。衣料品のブラジャー、コールセットの
採寸・販売などでまちまちであった。第5は、一部の特売商品について手伝店員が必要とは認めがた
いものである。事例としてブラジャーやコールセットの売場があげられている。
（2）問屋採算とマネキン使用および売上仕入の問題
　公正取引委員会では、以上のような手伝店員の習熟期間や必要性に関する諸問題とは別の問題も指
摘している（32）。
　そのひとつは、必要があるとはいえ、百貨店が、手伝店員を無制限に使用することで問屋の利益を
圧迫する可能性があるという指摘である。
　いまひとつは、この特殊指定による手伝員規制への対応として、マネキンなどの宣伝店員によって
代替しようという動きであった。百貨店側からの報告のなかにも「習熟期間1年以上の特殊技能」と
して「マネキンの宣伝、説明販売」という内容が相当あったという。当時、百貨店の宣伝費を問屋に
負担させることは百貨店法案上も問題となっており、マネキン使用は百貨店側の手伝店員規制への即
一90一
日ム　ill一社会　’1￥．石殖戸
応措置とみられるが、それ自体がすでに規制対象となるような問題をはらんでいたといえる。
　他方で、通常、百貨店側でその販売に際して特殊な技能を有すると回答することが少ないものであ
るが、逆に公正取引委員会が特殊技能として認めるものについても指摘されている。それは、雑貨の
範疇に入れられていた「貴金属」や「美術工芸品」などである。これは、これらの商品のほとんどが
売上仕入によるためであると、公正取引委員会ではみている。この売上仕入の場合、前述の百貨店特
殊指定の第6項の適用を受けないので、実際に手伝店員を使用しているかどうかにかかわらず、報告
の必要なしと考えて報告しなかったものもあったと推定される。もっとも、百貨店のなかには、あま
りの高額商品のために、商品管理上から特殊な知識・技能をもった者を正規の従業員として採用して
いるところもあったという。
（3）勤務年数と特殊技能習熟期間
　他方、公正取引委員会では、百貨店の本店員の勤務年数に注目しながら、手伝店員の使用が認容さ
れる「特種技能の習熟期間1年以上の作業内容」の百貨店による算定に疑問を提示している（33）。
　東京の10百貨店の従業員の平均勤続年数は5．2年で、男子は7．8年、女子は3．2年となっている。当時
一般に百貨店従業員の男女比率は4：6であり、売場の従業員ではそれが3：7とされていたという。
したがって、一般に売場本店員の7割を占める女子の平均勤続年数が、この表で示される百貨店でみ
る限り、3年余りという短さになっていることになる。
　つまり、全体的に従業員の経験年数が短いために、「習熟期間1年以上」を要する作業の範囲が広く
なると同時に、未熟本店員の比率が多くなり、手伝員の補充を要する必要性を百貨店側が自ら認知し、
「特種技能の習熟期間1年以上の作業内容」の認定基準に甘さが出ている可能性を公正取引委員会で
は指摘しているのである。
　しかしこれについても、前述の公正取引委員会による「習熟期間1年」というやや曖昧な基準設定
そのものが認定の拡大解釈を増幅する要因となっているとみてよい。
皿　特殊指定1年後の手伝店員の状況
（1）手伝店員数の減少と補充措置
　特殊指定から一年後の予定値ではあるが、京浜地区では確認可能な14店の平均で従来の34％まで、
名古屋地区では同様に3店の平均で29，4％まで、京阪神地区では同様に12店の平均で19．1％まで、そ
れぞれ手伝店員数を減じることになった。全地区の平均でみると、26．8％までの減少である。同じ予
定値であるが、一店舗当り（不明店も含めて）の平均手伝店員数を算出すると、京浜地区では67名、
名古屋地区と京阪神地区では53名となる。各地域での本店従業員に対する手伝店員の比率は、京浜地
区で8．5％、名古屋地区で10．5％、京阪神地区で9，1％となっている（34）。
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　これをみると、百貨店特殊指定第6項による手伝店員に使用の規制に即応して、各百貨店では、お
おむね手伝店員の使用数を削減する措置を講じたことがわかる。
　手伝店員を削減した要員不足を補うために、各百貨店では、これまでの慣行を破って、中途採用を
実施した（35）。東京の7つの百貨店では、特殊指定約半年後の1955年6月から同年12月までの予定数
で615名を採用することとなった。
（2）雇用と管理
　これまでみてきた公正取引委員会の調査とは別に、労働省の雇用安定課でも、百貨店側と納入業者
である問屋側の双方に対して、手伝店員の問題についての調査を実施している。百貨店の調査対象は
東京の主要百貨店12店であり、問屋のそれは25店であった（36）。
　まず百貨店に対する調査結果をみると、手伝店員の雇用関係は問屋と結ばれていて常用が大部分で
あるが、臨時および季節的なアルバイトもあった。手伝店員の採用に際しては、問屋が選考して採用
するが、百貨店側の意向を汲んでいるという。手伝店員の給与は直接問屋側が支払うが、百貨店の従
業員に比べて約20％程度低い水準であったという。勤続年限は、短期間の者は1～2カ月、長期間の
者は1～5年で平均で2年くらいであった。派遣の基準については、商品の納入額と派遣員数との問
に明確な関係はないが、百貨店側が希望を申し入れる場合もあったという。手伝店員の配置は、問屋
側が行い、売場での指揮・訓練は百貨店側で行っており、業務範囲は当該問屋の納品売場での販売が
原則であったが、他の売場に応援に行くこともあったという。
　この手伝店員の採用と管理については、これまでみてきた公正取引委員会側の百貨店に対する調査
によると、次の通りである。まず採用については、手伝店員派遣を希望する納入業者から、その問屋
の納入に関わる商品の百貨店の販売あるいは仕入の担当者に対して、手伝員派遣申請がなされる。そ
の後、その係から所属課長、部長の順を経て、各段階ごとに申請のあった手伝店員の経歴、技能、派
遣期間などを検討し、所属部長のもとで決定がなされ、さらに店長または人事部、課長に伝達し、そ
こで採否の最終決定がなされるという。また採用が決まり登録された手伝店員が配属される売場で
は、着用するユニフォームやバッチをその人数分だけ主任などが管理し、登録以外の手伝店員を使用
することができないようにされていたという。
　いずれの回答にしても、問屋の意向を尊重するとともに、手伝店員の必要性および管理の厳密さを
主張した回答になっており、百貨店側が自らの報告内容の妥当性を訴えていることがうかがわれる。
　特殊指定にともなう措置や影響については、百貨店側では特殊指定第6項の但書き部分、すなわち
前述の例外規定である「特殊技能」の具体的内容が定められるまで態度の決定は保留していたが、新
規の手伝員の採用はいちおう差し控えているとの回答であった。ただし、この時点では、手伝店員を
直接雇用に転用する意向はなく、その不足分は学卒者やパートタイマーで補充するとの意向が示され
ている。この調査は、先にみた公正取引委員会による特殊技能の基準が示される1955年6月より2カ
月前の調査であったが、そうした百貨店側の人事補充の意向は、前述の中途採用の実施に結び付いて
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ゆくこととなる。
　一方、納入業者である問屋側に対しては、まず健康保険、失業保険および労働者災害補償保険など
の適用状況について調べている。健康保険は25店中24店、失業保険は同じく23店とおおむね加入して
いるが、労働者災害補償保険法への加入はわずか4店であるという結果であった。この労災加入の少
なさは、経営者および業界が危険度の低い業務と認識していたことによると推定される。ただ、これ
ら3つの保険のいずれも常用店員はほとんど加入しているが、臨時店員は枠外であるというのが多
かった。
　また、問屋から派遣される百貨店数をみると、12店の問屋が7店以上の百貨店に派遣しており、ほ
とんどの問屋が複数の百貨店に派遣していると思われる。1百貨店あたりの派遣人員数は、1～2名
程度という回答が多く、なかには3～4名ずつ派遣している問屋もあったという。
　特殊指定にともなう問屋側の措置や影響については、4店がのみが全部解雇を回答しているが、多
くは全部あるい一部を除く継続雇用の意思を表明している。ただ、全部解雇あるいは一部解雇に相当
するほとんどは、臨時あるいはアルバイトの従業員であり、かつ年少の無技能女子従業員であろうと
労働省側は推定している。彼らの多くが、常用の従業員と異なり、上述の失業保険の受給資格がない
場合が多いことが問題点として指摘されている。
おわりに
　以上みてきたように、返品の問題については、各百貨店が法的規制の対応をいちはやく講じたこと
がうかがわれる。そこには、さまざまな「脱法」とも疑われるべきものもあった。地域別にみると、
買取仕入額が多くかつその返品率が低い地方百貨店は、見はからい品や季節品および未注文品が納入
業者から送付されるという当事者にとっての対処すべき課題があったものの、おおむね法的に適正な
取引状態と認められる対象であった。したがって、公正取引委員会の監視の目は、買取仕入額比率が
小さく、かつ返品率も小さい大都市百貨店へ、より注がれるようになったと推測される。
　他方、手伝店員規制に対しても、その使用率の高い都市部百貨店を中心に使用を削減していち早く
対応したことが確認された。手伝店員の雇用が認められる「特殊技能」については、公正取引委員会
から判断基準が示されたものの、その解釈は各百貨店によって多様なものとなった。それを反映して、
今度は、所管官庁たる公正取引委員会自身が百貨店の報告に対して疑義を示すこととなった。手伝店
員の採用と派遣は納入業者が主体となることが多かったが、百貨店の意向も斜酌され、配置される売
場での管理はおおむね百貨店の担当者が担っていた。そうした手伝店員の削減に際しては、労働省の
調査によって、とくに納入業者の問屋と臨時雇用の関係にあった手伝店員の場合、健康保険や失業保
険などで守られていな面が懸念された。
　いずれにせよ、返品の問題も手伝店員の問題も、さまざまな曖昧さと問題点を残しながら、流通の
変革のなかで、新たな対応が迫られてゆくことになる。こうした面についての検討は、別の機会に譲
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ることにしたい。
【注】
（1）　百貨店の研究史については、末田智樹がその著書『日本百貨店業成立史一企業家の革新と経営
　　組織の確立一』（ミネルヴァ書房、2010年）356～424頁で丹念に整理されているので、参照された
　　い。また、近年の代表的な百貨店の経営史的研究としては、同書のほかに、藤岡里圭『百貨店の
　　生成過程』（有斐閣、2006年）などがあげられよう。
（2）　1950年台の百貨店の取引実態に関する経営史分野の代表的な先行研究として、高岡美佳「戦後復
　　興期日本の百貨店と委託仕入一日本的取引慣行の形成過程一」（経営史学会『経営史学』第32巻第
　　1号、1997年）があげられる。同論文でも、1954年末の百貨店特殊指定を契機に買取仕入から委託
　　仕入への移行が進んだ点に注目している。ただ、百貨店特殊指定直後の他商品も含めた全体の仕入
　　形態の変化や返品の状況を再確認しようという点に、本研究の研究史上の特徴があるといえよう。
（3）　2つの中間報告は、佐々木聡「1950年代半ばの日本の百貨店取引の一断面」（明治大学経営学研
　　究所『経営論集』第58巻第2号、2011年3月31日）、佐々木聡「1950年代半ばの主要百貨店の手伝
　　員使用問題の一断面」（同誌第58巻第3号、2011年3月31日）である。
（4）　残る他の5つの項目は、商品購入後の納入価格の不当な割引（百貨店特殊指定第2項）、著しく
　　不利益な条件の委託販売取引（同第3項）、不当な廉価での納入（同第4項）、商品の全部または
　　一部の不当な納入拒否（同第5項）および1～6項の要求を拒否した納入業者への代金支払遅延、
　　購入数量削減、取引停止、その他不利益な取扱（同条第7項）である。なお、ここでの百貨店特
　　殊規定に関する記述は、『官報』第8392号（1954年12月21日）所収「告示」（公正取引委員会告示
　　第7号）による。
（5）　公正取引委員会事務局経済部調整課『百貨店業者の取引状況に関する調査』（1956年12月）1～
　　2頁。
（6）　同書1頁では、公正取引委員会事務局経済部調整課による調査対象を「北海道2店、東北3店、
　　京浜13店（このうち川崎さいか屋は31年5月に開店したので報告なし）、京阪8店、中国1店、九
　　州地域5店の計32店」としており、さいか屋の分を差し引くと、京浜地方は12店となり、合計店
　　数は31店となって1店不足する。これは、四国地方（徳島県）の丸新を欠いているためと思われ
　　るので、ここでは、四国地方にもう1店を加えて検討している。
（7）　この『百貨店業者の取引状況に関する調査』では、立地条件別の百貨店名を特定していないが、
　　調査結果の各店の仕入額の合計値の整合性などから、本研究では店名をほぼ特定している。
（8）　前掲『百貨店業者の取引状況に関する調査』、1頁。
（9）　同書、2頁。
（10）　同書、4頁。
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（11）
（12）
（13）
（14）
（15）
（16）
（17）
（18）
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同書、4～5頁。
同書、5～8頁。
同書、8～10頁。
同書、11～13頁。
同書、13頁。
同書、14頁。
同書、14頁。
同書、14頁。なお、委託仕入については、地方百貨店の25％が高いが、地方百貨店の混合仕入
についての調査を行っていないため、混合仕入に分類される方式も委託仕入に組み入れられてい
る可能性がある（同書、14頁）。
（19）
（20）
（21）
（22）
（23）
（24）
同書、16頁。
同書、17頁。
同書、18頁。
同書、17頁。
同書、17頁。
ここでの百貨店特殊規定に関する記述は、『官報』第8392号（1954年12月21日）所収「告示」（公
　　正取引委員会告示第7号）による。
（25）公正取引委員会事務局経済部調整課『百貨店業における特殊指定告示後の手伝店員使用に関す
　　る調査』（1955年）25頁。
）））））））））））（（（（（（（（（（（同書、27～30頁。
同書、2～3頁。
同書、3頁。
同書、4～8頁。
同書、8頁。
同書、8～10頁。
同書、10～12頁。
同書、13～15頁。
同書、19～20頁に掲載の表による。
同書、17～18頁と同書、19～20頁に掲載の表による。
ここでの手伝店員の雇用と管理に関する叙述は、特に断りのない限り、同書、21～23頁および
37～40頁による。
【付記】本研究を進めるに際して、弘前大学図書館、函館市中央図書館、弘前市立図書館および国立国
　　会図書館所蔵の文献・史料を使用させていただいた。記して関係者に感謝の意を表したい。
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